









































































―自由労働組合における議論を中心に」『専修大学社会科学研究所月報』640 号，2016 年，とくに 1-7 頁も参照
されたい。
（2）　こうした認識およびそれをめぐる論争，いわゆる「ボルヒャルト論争」については，例えば，K.‌Borchardt,‌
Wachstum, Krisen, Handlungsspielräume der Wirtschaftspolitik. Studien zur Wirtschaftsgeschichte des 19. und 
20. Jahrhunderts,‌Göttingen‌1982;‌ J.‌B.‌von‌Kruedener（ed.）,‌Economic Crisis and Political Collapse : The 
Weimar Republic 1924–1933,‌New‌York,‌Oxford,‌Munich,‌1990;‌H.‌A.‌Winkler（Hg.），Die deutsche Staatskrise 
1930-1933．Handlungsspielräume und Alternativen,‌München‌1992;‌八林秀一「ワイマール期ドイツ経済体制・
経済政策史をめぐって―『ボルヒャルト論争』覚書」『土地制度史学』第 36 巻第 2 号，57-64 頁，1994 年 ;‌C.‌






　19 世紀が終わり 20 世紀となってから 30 年以上が経過した後の 1933 年 1 月，なぜ「先進」資本
主義国家であるドイツにおいて，ナチス政権が成立し，1939 年の第二次世界大戦の開戦を経て

















（3）　さしあたり，近年出版された書の一つとして，H.‌Beck‌and‌L.‌E.‌Jones（ed.），From Weimar to Hitler: 
Studies in the Dissolution of the Weimar Republic and the Establishment of the Third Reich, 1932-1934,‌
Berghahn‌Books,‌2019 をあげておく。
（4）　前掲拙著ならびに拙稿「ドイツにおける労使関係への国家介入の歴史的展開―1930 年代大恐慌期を中心に」































を志向する労働組合，自由労働組合は，1933 年 5 月，ナチスによってほぼ無抵抗のまま解体され
た（9）。ナチスはどのようにして，そのようなことを可能にする「力」を手にしたのか。1928 年の選












挙まで国会ではわずかな議席しかもたなかったナチス（10）が，1929 年 10 月以降に広がった世界恐慌
の影響に際して，有効な対策を提示できなかった当時の政府および労働組合（11）を強く批判し，失
業対策を前面に押し出したことで急激に多くの支持を集めたこと，また上の図にあるように，1932
年には 600 万人ほど（労働人口の三分の一程度とされる），ナチス政権成立時にも 500 万人ほど存
在した失業者が急激に，そして大幅に減少したことは疑いない（12）。すなわち，ナチスが多くの者に
（10）　国会選挙において，ナチスは 1924 年 5 月の選挙に初めて臨んだが，同党が非合法化されていたため「偽装政
党」から候補者を擁立した。得票率は 6.5%（全 472 議席中 32 議席獲得，以下同じ）であり，同じく「偽装政党」
で臨んだ 1924 年 12 月の選挙では 3.0%（全 493 議席中 14 議席）であった。その後はナチスの名が用いられたが，
1928 年の選挙では 2.6%（全 490 議席中 12 議席）であった，ただし，世界恐慌が勃発した後の 1930 年の選挙では
18.3%（全 577 議席中 107 議席）と躍進し，SPD に次いで第二党となった。続く 1932 年 3 月の選挙では 37.4%( 全
608 議席中 230 議席 ) を獲得し第一党となり，これ以降その座を譲ることはなかった。1932 年 11 月の選挙では
33.1％（全 584 議席中 196 議席），そして 1933 年の選挙で 43.9%（全 647 議席中 288 議席）を獲得し，その結果ヒ
トラーが首相に任命される。選挙結果については，P.‌Austermann,‌Der Weimarer Reichstag: Die Schleichende 













































































Handbook of Modern German History,‌Oxford‌University‌Press,‌2011,‌pp.‌62-63,‌441,‌443.‌この点は，ナチス期を
対象とした最新の概説書も共通している。U.‌ヘルベルト（小野寺拓也訳）『第三帝国』角川新書，2021 年（原著






語」『筑波学院大学紀要』第 3 集，2008 年，1-13 頁，小野清美『アウトバーンとナチズム―景観エコロジーの誕
生』ミネルヴァ書房，2013 年，F. ユケッター（和田佐規子訳）『ナチスと自然保護―景観美・アウトバーン・森
林と狩猟』築地書館，2015 年，ドイツ連邦共和国交通省編（杉山雅洋監修，中田勉訳）『アウトバーンの歴史―
その前史から 21 世紀まで』流通経済大学出版会，2019 年，O. シュヴェーデス編（三上宏美監訳，ドイツ交通政策
研究会訳）『交通政策―ドイツにおける新しい潮流』ミネルヴァ書房，2019 年を，ドイツにおける研究として，
A.‌Bastisch,‌Das Arbeitsbeschaffungsprogramm unter Hitler: Der Abbau der Massenarbeitslosigkeit im Dritten 
Reich von 1933-1936,‌Hamburg‌2014 を あ げ て お く。 な お， 本 書 の 元 と な る「 修 士 論 文 」，ders.,‌






















　本著作は，Adam‌Tooze,‌The Wages of Destruction: The Making and Breaking of the Nazi 
Economy,‌London:‌Penguin‌Books/Allen‌Lane,‌2006（17），の全訳であり，本文だけでも 650 ページ




（15）　例えば，H.‌-J.‌Winkler,‌Legenden um Hitler : Schöpfer der Autobahnen : “Kraft durch Freude” für den Arbeiter 
: Überwinder von Versailles : Vorkämpfer Europas gegen den Bolschewismus,‌Berlin‌1961,‌ と く に S.‌7-13;‌E.‌






































ける最新の研究動向」『歴史と経済』第 50 巻第 4 号，2007 年，46-58 頁を，増補改訂したものである。後者におい
ても，トゥーズの著については同じ文言で言及しているゆえ，初出の 2007 年に紹介されたとした。同上，55 頁。
（20）　本段落の記述・引用は，Tooze,‌The Wages of Destruction,‌Preface〔邦訳 xv-xvii 頁〕を参照。Kindle 版の原
書の Preface（序文）にはページ番号が付されていない。ペーパーバック版では，S.‌xx-xxii.‌Kindle 版とペーパー
バック版とでは些かのずれはあるが，ページ番号は概ね同じといってよい。
（21）　統計や資料等については，Tooze,‌Statistics and the German State, 1900-1945 : The Making of Modern 
Economic Knowledge,‌New‌York,‌Cambridge‌University‌Press,‌2001 を参照。



























　再軍備は民間の消費よりも優先された（30）。例えば，ナチス政権成立直後の 1933 年 3 月に中央銀
行ライヒスバンクの総裁（1934 年 8 月以降は経済相も兼務）に任命されたシャハト（Hjalmar‌
Schacht）が，経済回復を目的に 1934 年に提示した「新計画」（31）では，「再軍備に利用されること





（27）　Ibid.,‌pp.8-11〔邦訳 10-12 頁〕．ただし，1930 年代末以降は，ドイツ国内で顕著になった労働力不足が対応不
可欠の課題となったことに伴い，外国人を中心に「強制労働」のための人員の確保という「目的」がより重要と
なった。この点については，さしあたり，A.‌von‌Plato,‌A.‌Leh‌and‌C.‌Thonfeld（eds.），Hitler’s Slaves: Life 































（32）　本段落の記述は，Tooze,‌The Wages of Destruction,‌p.‌162〔邦訳 184-185 頁〕より。トゥーズは，「銃かバ
ターか」理論は誤解を招く，すなわち軍需と民需は両立する（した）と主張する。こうした主張は他の研究者も提
示している。例えば，斎藤晢・鎗田英三・八林秀一編著『20 世紀ドイツの光と影―歴史から見た経済と社会』
芦書房，2005 年，126-127 頁（鎗田執筆箇所）等を参照。ただし，トゥーズは「1938 年以降，軍事支出が戦時の




























The Wages of Destruction,‌pp.‌39-40〔邦訳 46-47 頁〕を参照。ナチス期の労使関係の枠組みを定めた労働政策の
内容および上記の過程については，R.‌Hachtmann, ‘Wiederbelebung‌von‌Tarifparteien‌oder‌Militarisierung‌der‌
Arbeit?‌ :‌Kontroversen‌um‌die‌Grundlinien‌der‌nationalsozialistischen‌Tarifpolitik‌und‌die‌künftige‌Gestaltung‌
der‌NS-Arbeitsverfassung‌ 1936-1944’，in:‌K.‌C.‌ Führer（Hrsg.）,‌Tarifbeziehungen und Tarifpolitik in 
Deutschland im historischen Wandel,‌ Bonn‌ 2004,‌ S.‌ 114-140;‌ ders. ,‌ ‘Die‌ rechtliche‌ Regelung‌ der‌
Arbeitsbeziehungen‌ im‌Dritten‌Reich’,‌ in:‌D.‌Gosewinkel（Hg.）,‌Wirtschaftssteuerung und Recht unter 
nationalsozialistischer Herrschaft,‌Baden-Baden‌2004,‌S.‌135-155;‌Hachtmann（Hrsg.）,‌Ein Koloß auf tönernen 
Füßen : das Gutachten des Wirtschaftsprüfers Karl Eicke über die Deutsche Arbeitsfront vom 31. Juli 1936,‌
München‌2006;‌ders.,‌“Labour‌Policy‌in‌Industry” ,‌in:‌Buchheim‌（ed.）,‌a. a. O.,‌pp.‌65-83;‌‌前掲拙稿「ドイツにお
ける労使関係への国家介入の歴史的展開」，とくに 25-27 頁等を参照。また，ナチスの政権獲得後の自由労働組合
のナチスおよびヒトラーに対する態度については，P.‌Jahn‌und‌D.‌Brunner‌（Bearb.）,‌Die‌Gewerkschaften‌in‌der‌
Endphase‌der‌Republik‌1930-1933,‌in:‌H.‌Weber,‌K.‌Schönhoven‌und‌K.‌Tenfelde（Hrsg.）,‌Quellen zur Geschichte 
der deutschen Gewerkschaftsbewegung im 20. Jahrhundert,‌Bd.‌4,‌Köln‌1988,‌S.‌48-55;‌前掲拙著，205-252 頁等を
参照。この「不思議なこと」についての検討には別の機会を用意したい。
（37）　Tooze,‌The Wages of Destruction,‌pp.‌101-103〔邦訳 115-118 頁〕．



































重要であった。Tooze,‌The Wages of Destruction,‌p.‌94．〔邦訳 107 頁〕．大戦の進展およびその準備段階において，
そうした産業が「軽視」されていく，あるいは「犠牲」となることは周知のとおりである。Ibid.,‌p.‌131〔邦訳
























　1933 年 5 月，ヒトラーは首相就任から間もない時期に行われた演説において，今後 6 年間で全





















































（52）　例えば，K.‌Kaftan,‌Der Kampf um die Autobahnen: Geschichte der Autobahnen in Deutschland 1907-1935, 
unter Berücksichtigung ähnlicher Pläne und Bestrebungen im – Buch antiquarisch kaufen,‌Berlin‌1955 を参照。な
お，カフタンは，1936 年，すなわち，ナチス期にも，Europa Braucht Autobahnen（Berlin‌1936）なる書も残し
ている。それゆえ，氏の著作の内容は慎重に吟味する必要がある。
（53）　武田知弘『ヒトラーの経済政策―世界恐慌からの奇跡的な復興』祥伝社新書，2009 年，とりわけ 29-33 頁
を参照。
48 大原社会問題研究所雑誌　№752／2021.6
に用いてナチス期の現状を描いた書（54），あるいは 2019 年に NHK で放映された「ドキュメント」（55）
等では，ある意味ではこうした「常識」をあらためて明示している。例えば，セリグマン他の書
は，アウトバーン建設が最初の年だけでも 84,000 人の雇用を創出し，公共事業全体としては，
























（54）　M. セリグマン・J. ダヴィソン・J. マクドナルド（松尾恭子訳）『写真で見る　ヒトラー政権下の人びとと日常』
原書房，2010 年，199-201 頁。
（55）　「BS1 スペシャル　独裁者ヒトラー演説の魔力」2019 年 2 月放送。その後再放送された。







た。1933 年第一次アウトバーン区域で雇用された労働者はわずか 1,000 人だった」。1933 年の











　小野氏も，ヘニング（Hansjoachim‌ Henning）の 1978 年の研究に依拠し，アウトバーン建設の
雇用対策として効果は限定的であり，建設業，機械製造業，セメント工場等の関連産業での雇用創















（60）　Tooze,‌The Wages of Destruction,‌pp.46-47〔邦訳 54 頁〕．
（61）　K.‌Lärmer（三上宏美訳）『アウトバーン建設　1933～1945―その背景と論理』関西大学経済・政治研究所，
1983 年，77-79 頁。「公式データ」もここから引用した。本書によれば，1936 年までは増大していた従業者数は，
1937 年以降減少し，1939 年 8 月には 108,000 人，同年 11 月は 81,000 人，1940 年 10 月までには 62,000 人になった。
1990 年代以降に出版された，シュッツ他およびバスティッシュの研究も，この「公式データ」およびそれに近い
数値を重要な根拠の一つとして，アウトバーンの建設が雇用創出という点では重要な役割を演じたとは言い難いと
主張している。Schütz/Gruber,‌a. a. O., とくに S.‌11-13;‌Bastisch.‌Das Arbeitsbeschaffungsprogramm,‌とくに S.‌
















なったのは，後に「不幸な最期」を迎える G. シュトラッサー（Gregor‌ Strasser）と，財務省次官








（64）　A.‌Ritschl, “Deficit‌Spending‌in‌the‌Nazi‌Recovery,‌1933-1938:‌A‌Critical‌Reassessment”，In:‌Journal of the 
Japanese and International Economy,‌16,‌2002,‌pp.‌559-582，前掲シュトレープ他「ナチス経済像の革新」，48 頁。
（65）　Tooze,‌The Wages of Destruction,‌p.‌204〔邦訳 231 頁〕．
（66）　オウヴァリーは，自動車の所有者に対する補助金等により需要を刺激することを含め，モータリゼーションが
経済回復の主要な手段あるいは要因であったことを主張する。R.‌J.‌Overy,‌War and Economy in the Third Reich,‌
Clarendon‌Press,‌Oxford‌University‌Press,‌1994,‌とくに，pp.‌68-69,‌71-79,‌84-89 を参照。オウヴァリーのナチス




代に自動車を所有することができた者は，ごく少数であった。例えば，1933 年には 37 世帯に 1 台の割合であり，
ほとんどが事業用で個人利用のものはわずかであった。確かに 1933 年に自動車税は廃止されたが，1930 年代末で







　ただし，1933 年秋までに失業者数は 400 万人まで減少し，その後，揺り戻すことはなく，「宣伝
効果」もあいまって，ドイツの社会に「峠を越した」という雰囲気が広がったことは確かである。
それゆえ，1933 年 9 月に発表された「第二次ラインハルト計画」は「それほど野心的ではない雇
用創出案」になったとされる（68）。こうした状況を受け，1934 年以降は，民間雇用創出はナチス政権
の最優先事項ではなくなり，目にみえるかたちで再軍備がそれにとって代わって前面に出ることに
なった（69）。1933 年 12 月にベルリン（Berlin）における各省庁で決定されたことだが，同年以降の
「いかなる時点においても，国の雇用創出に新たに 1 ライヒスマルクも支出されなかった」（70）とい
うのである。
　トゥーズは，上記の 1933 年と 1934 年の間に見られた「優先事項」の根本的な変化（71）を繰り返
し強調する。すなわち，経済の回復を主導した公共支出は，民間雇用創出から，軍に集中するよう




あったと考えられるが，失業者数はピーク時の 1932 年から 1933 年秋までに 100 万人以上減少し，
その傾向は，「優先事項」の根本的な変化の後も継続した。アウトバーンの建設はほとんどそれに
（67）　Ibid.,‌pp.‌40-42,‌44,‌47〔邦訳 47-49,‌51,‌55 頁〕．「ラインハルト計画」のために用意された資金は潤沢なもので
はなかったと評価される場合が多いが，1933 年と 1934 年の 2 年間の合計で約 60 億ライヒスマルクに達し，同じ
時期の軍事支出よりもおよそ 20 億ライヒスマルクも多くあてられたとする見方もある。斎藤他，前掲書，128-129










Patel,‌ Soldiers of Labor: Labor Service in Nazi Germany and New Deal America, 1933-1945,‌Cambridge‌
University‌Press‌2005‌とくに，pp.‌297,‌305-307,‌339,‌397 を参照。








































　1932 年のドイツの航空機産業の雇用者数は 3,200 人であったが，それから 10 年も経たないうち































































　また，トゥーズは最終章で次のようにまとめる。「1933 年 6 月から 12 月までに開始された各種
民間雇用創出策」は「つなぎの施策でしか」なかったし，むしろ国防軍再建により失業者は吸収さ
れた。ナチス期の最初期から「決定的な力は再軍備」であり「その他すべてはこのための犠牲と
なった」。ナチス政権は，それが成立した 1933 年 1 月から開戦に踏み切る 1938 年秋までの 6 年間











の手段として考案されたものではなかったと明言しているし，1933 年にトートが責任者に就任してから 1 年後に
その現場で従事した労働者の数を，多くの研究が依拠していると思われる「公式データ」にある 1934 年の値より，



































































も， 当 該 期 の 労 働 者 の 状 況， 労 働 条 件 等 に つ い て は あ ま り 触 れ ら れ て い な い。Bastisch,‌Das 
Arbeitsbeschaffungsprogramm‌を参照。
（87）　Tooze,‌The Wages of Destruction,‌p.‌97〔邦訳‌110 頁〕.‌レルマー，前掲書，85-112 頁等も参照。
（88）　例えば，Tooze,‌The Wages of Destruction,‌p.‌143〔邦訳‌163 頁〕.
